
（単位：百万円） （対前年度比）

213,978.1 0.98

202,080.8 0.97

１）行政機能・情報通信分野 （計16,479.8百万円（再掲を除く）、うち重点施策分16,028.1百万円）

２）住宅・都市分野 （計10,498.8百万円（再掲を除く）、うち重点施策分5,856.6百万円）

３）保健医療・福祉分野 （計2,084.1百万円（再掲を除く）、うち重点施策分1,738.7百万円）

４）産業分野 （計14,826.4百万円（再掲を除く）、うち重点施策分14,063.6百万円）

【支援物資の供給等に係る広域連携体制の構築】

【再生可能エネルギーの導入促進】・再生可能エネルギー導入促進事業費（環境生活部　36.5百万円）

【農林水産業の担い手の確保】　　・いわて地域農業マスタープラン実践支援事業費（農林水産部　200.9百万円）

【建設業の担い手の育成・確保】　・建設業総合対策事業費（県土整備部　20.3百万円）

【農林水産業の生産基盤・経営の強化】

 　　　　　　　　　　　　　　　  ・経営体育成基盤整備事業費（農林水産部　2,740.0百万円）

５）国土保全・交通分野 （計170,086.7百万円（再掲を除く）、うち重点施策分164,391.5百万円）

【道路施設の整備等】　　 ・地域連携道路整備事業費（県土整備部　26,632.5百万円）

【津波防災施設の整備等】 ・海岸事業費（県土整備部　16,890.1百万円）

【港湾・漁港の耐震・耐津波強化・体制整備】

　　　　　　　　　　　　 ・漁港施設機能強化事業費（農林水産部　2,403.7百万円）

                                     ・港湾改修事業費（県土整備部　748.5百万円）

【河川改修等の治水対策】 ・河川改修事業費（県土整備部　9,988.0百万円）

６）老朽化対策分野 （計2.3百万円（再掲を除く）、うち重点施策分2.3百万円）

【公共施設等の総合的・計画的な管理の推進】 ・公共施設マネジメント推進費（総務部　2.3百万円）

※各施策分野ごとの関連事業一覧は次ページ以降のとおり。

【支援物資の供給等に係る広域連携体制の構築】

　　　　　　　　　　　　　  　 　・災害時給油所地下タンク製品備蓄促進事業負担金（商工労働観光部　2.1百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　・広域防災拠点設備等整備費（総務部　11.2百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　・校舎建設事業費（校舎耐震改築事業）（教育委員会事務局　2,451.3百万円）

【学校施設・公立社会体育施設等の耐震化】

【情報通信利用環境の整備】　　　　・携帯電話等エリア整備事業費補助（ふるさと振興部　130.0百万円）

（うち重点施策分）

【要配慮者等への支援】　 　　　　　　・介護施設等整備事業費（保健福祉部　793.8百万円）　 

　　　　　　　　　　　　　　　 ・資源向上支払事業費（農林水産部　2,165.9百万円）

【災害警備本部機能の強化】　　　　・警察庁舎整備事業費（警察本部　142.8百万円）

【水道施設の防災機能の強化】 　・水道施設耐震化等推進事業費（環境生活部　1,948.1百万円）

【医療情報のバックアップ体制の構築】 ・医療情報連携推進事業費（保健福祉部　12.4百万円）

【地域コミュニティ力の強化】 　・いわて復興応援隊活動推進事業費（ふるさと振興部　96.0百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・被災地こころのケア対策事業費（保健福祉部　458.5百万円）　 

《岩手県国土強靱化地域計画で掲げる強靱化すべき施策分野【重点施策】ごとの主な令和２年度事業》

岩手県国土強靱化地域計画 令和２年度関連予算案

令和２年度関連予算案
（再掲を除く）



　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業

災害対策本部を
設置する庁舎機
能等の強化
【重点】

総務部
地区合同庁舎施設等整備事業
費

1,021.8
地区合同庁舎の耐震性能を向上させるため、耐震工事を計
画的に実施

避難体制整備
【重点】

総務部
地域防災力強化プロジェクト
事業費（風水害対策支援チー
ム運営）

0.2

市町村消防防災主管課長会議等の場を活用し、避難所等の
指定、避難勧告等発令基準の作成について働きかけを行う
とともに、台風接近時等には、岩手県風水害対策支援チー
ムを招集し、市町村に避難勧告等の発令について助言を実
施

支援物資の供給
等に係る広域連
携体制の構築
【重点】

総務部 広域防災拠点設備等整備費 11.2
大規模災害に備えた防災体制を構築するため、広域防災拠
点への食糧等の備蓄を計画的に推進

世界遺産登録資
産の防災対策

教育委員会事
務局

文化財保護推進費（文化財パ
トロール事業）

2.1
文化財保護の充実を図るため、県内に文化財保護指導員を
配置し、文化財保存管理の実態を把握し、適切な指導、助
言を実施

特定動物の逸走
防止

環境生活部 動物愛護管理推進事業費 4.7
動物の愛護及び管理に関する法律等に基づき、特定動物の
飼養者に対し、監視、指導等を実施するとともに、災害時
の動物救護対策を推進

警察庁舎整備事業費 142.8
治安基盤を強化するため、老朽化及び狭隘化が著しい久慈
警察署・県北運転免許センターの移転新築整備を推進

交番、駐在所建設事業費 265.1
治安基盤を強化するため、老朽化及び狭隘化が著しい駐在
所の建て替え整備を推進

県土整備部 道路環境改善事業費 10,387.9
歩道の整備や橋梁、トンネル等の補修、道路防災等の道路
の環境改善を実施

警察本部 交通安全施設整備費 1,586.5
交通の安全と円滑を確保するため、交通危険箇所への信号
機等交通安全施設の整備、老朽施設の更新及び交通管制機
能の高度化等を推進

地域の消防力の
強化
【重点】

総務部
地域防災力強化プロジェクト
事業費（消防団員確保対策
等）

18.0
消防団員の確保及び加入を促進するとともに、市町村が行
う団員確保及び機能強化の取組に対し支援

防災ヘリコプ
ターの円滑な運
航の確保

総務部
航空消防防災体制強化推進事
業費

363.7
航空消防防災体制の強化を図るため、防災ヘリコプターの
性能維持、安全運航体制の構築や機体性能の向上を図る取
組を実施

救急・救助活動
等の体制の強化

総務部 救急業務高度化推進費 0.2
救急救命士の処置範囲の拡大に的確に対応するほか、救急
救命士の資質向上を図るための研修会を実施

防火対策 総務部
危険物規制費、産業保安指導
費

20.8
消防設備士、危険物取扱免状業務や技術向上を図るための
講習を実施

消防機関の連携
体制整備
【重点】

総務部
一般消防行政指導費（ブロッ
ク合同訓練負担金）

0.5
他県部隊との連携や災害対応能力の向上を図るため、緊急
消防援助隊北海道東北ブロック合同訓練に参加

ふるさと振興
部

私立学校耐震化支援事業費補
助

9.2
私立学校の教育環境の整備を図るため、耐震化に要する経
費の一部を補助

教育委員会事
務局

校舎建設事業費（校舎耐震改
築事業）

2,451.3
生徒が安全で安心して学べる教育環境を整備するため、老
朽化した県立福岡工業高等学校及び伊保内高等学校の耐震
改築工事等を実施

学校防災体制の
確立

教育委員会事
務局

学校安全総合支援事業費 10.5
児童生徒の安全に関する資質・能力の育成のため、学校・
家庭・地域・関係機関が連携し、防災教育及び安全教育の
取組を実施

防災教育の推進 総務部
地域防災力強化プロジェクト
事業費（防災教育推進）

0.6
防災教育を推進するため、教育委員会と連携し、教員を対
象とした研修会等を実施することにより、教育現場におけ
る防災教育教材の活用を促進

教育委員会事
務局

いわての復興教育推進事業費 35.2

岩手の復興・発展を支える人材を育成するため、「いわて
の復興教育スクール」や「震災学習列車活用スクール」、
復興教育副読本を活用した教育活動を実施し、復興教育を
推進

教育委員会事
務局

学校安全総合支援事業費【再
掲】

10.5
児童生徒の安全に関する資質・能力の育成のため、学校・
家庭・地域・関係機関が連携し、防災教育及び安全教育の
取組を実施

１
）

行
政
機
能
・
情
報
通
信
分
野

岩手県国土強靱化地域計画　【行政機能・情報通信分野】　令和２年度関連事業一覧

施策分野 部局名 事業名 予算額 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
台風
19号

関連※

行
政
機
能

災害警備本部機
能の強化
【重点】

学校施設・公立
社会体育施設等
の耐震化
【重点】

実践的な防災教
育（【そなえ
る】）を中核と
した「いわての
復興教育」の推
進

警
察

災害に備えた道
路交通環境の整
備
【重点】

警察本部

消
防

教
育

1



　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業

施策分野 部局名 事業名 予算額 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
台風
19号

関連※

情
報
通
信

情報通信利用環
境の整備
【重点】

ふるさと振興
部

携帯電話等エリア整備事業費
補助

130.0
携帯電話の利用可能地域の拡大を促進するため、市町村が
実施する鉄塔施設等の整備に要する経費を補助

県総合防災訓練
の実施による関
係機関との連携

総務部
地域防災力強化プロジェクト
事業費（総合防災訓練）

4.4
防災関係機関相互の協力体制の確立等を図るため、市町村
との共催による総合防災訓練を実施

防災訓練の推進 総務部
地域防災力強化プロジェクト
事業費（市町村職員研修）

0.2
災害対応能力向上のため、関連機関と連携し、市町村を対
象とした図上訓練を実施

技術職員等によ
る応援体制の構
築

ふるさと振興
部

市町村行財政事務調査費 ○ 6.8
被災市町村に派遣されている応援職員のメンタルヘルスケ
ア等の実施のほか、応援職員確保に係る取組や課題をまと
めた情報誌を発行

地域防災力強化プロジェクト
事業費（自主防災組織の組織
化・活性化）

3.4
自主防災組織の組織化・活性化を支援するため、研修会の
開催、岩手県地域防災サポーターの派遣等を実施

地域防災力強化プロジェクト
事業費（地区防災計画策定支
援）

0.2
地域防災力の向上を図るため、住民の自発的な防災活動で
ある地区防災計画の策定支援を実施

地域防災力強化プロジェクト
事業費（自主防災組織の組織
化・活性化）【再掲】

3.4
自主防災組織の組織化・活性化を支援するため、研修会の
開催、岩手県地域防災サポーターの派遣等を実施

地域防災力強化プロジェクト
事業費（防災士養成）

2.5
地域コミュニティにおける防災体制を強化するため、防災
士制度を活用した中核人材の育成を推進

１
）

行
政
機
能
・
情
報
通
信
分
野
（

続
き
）

防災人材育成

自主防災組織の
結成及び活性化
支援
【重点】

人
材
育
成

総務部

総務部

訓
練
・
連
携
体
制

2



　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業

公営住宅の老朽
化対策

県土整備部 公営住宅維持管理・整備費 1,410.9
住居環境の改善に向けて、長寿命化計画に基づいた県営住宅
の建替え・改修、修繕等を実施

都市計画道路整備事業費 866.3
円滑な都市交通を確保するため、市街地における混雑の緩和
に向けた道路整備を推進

道路環境改善事業費【再掲】 10,387.9
歩道の整備や橋梁、トンネル等の補修、道路防災等の道路の
環境改善を実施

空き家対策 県土整備部
住宅ストックリノベーション
事業費

16.7
良質な住宅ストックの形成及び流通の促進を図るため、住宅
ストックの活用に係る体制整備の取組を拡充するとともに、
木造住宅の耐震診断・改修等に要する経費を補助

水道施設の防災
機能の強化
【重点】

環境生活部 水道施設耐震化等推進事業費 1,948.1
水道施設の耐震化や老朽化対策のため、市町村等が実施する
事業に要する経費を補助

下水道施設の防
災機能の強化

県土整備部 流域下水道事業会計　建設費 2,201.8 流域下水道施設の改修・更新を長寿命化計画に基づき実施

草の根コミュニティ再生支援
事業費

1.3
地域課題の解決に向けた取組を進めるため、地域活動の担い
手の育成や先進的な取組事例の紹介を通じ、地域コミュニ
ティの活性化を支援

いわて復興応援隊活動推進事
業費

96.0
被災地の復興や地域振興を担う「いわて復興応援隊」の受入
れを実施し、地域の活性化や将来の人材定着につなげる取組
を推進

農地維持支払交付金 1,616.7
農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮のため、水路の
泥上げや農道の砂利補充など、農地や農業用水路等を守る地
域共同活動を支援

資源向上支払事業費 2,165.9
農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮のため、水路等
の長寿命化や農村環境保全活動など、地域資源の質的向上を
図る地域共同活動を支援

森林・山村多面的機能発揮対
策事業費

28.6
森林の有する多面的機能を発揮させるため、森林所有者や地
域住民が共同で行う森林の保全活動や山村地域の活性化など
の取組を支援

学びを通じた地
域コミュニティ
の再生支援

教育委員会事
務局

学びを通じた被災地の地域コ
ミュニティ再生支援事業費

146.5
地域コミュニティの復興支援と子どもたちの地域活動や地域
住民との交流機会を設けるため、放課後の安全・安心な居場
所の確保などの教育環境づくりを推進

岩手県国土強靱化地域計画　【住宅・都市分野】　令和２年度関連事業一覧

２
）

住
宅
・
都
市
分
野

予算額事業名 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
台風
19号

関連※

市街地整備

部局名施策分野

農林水産部

地域コミュニ
ティ力の強化
【重点】

県土整備部

ふるさと振興
部

1



　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業

医療情報のバッ
クアップ体制の
構築
【重点】

保健福祉部 医療情報連携推進事業費 12.4
岩手医大と県立病院間を情報通信システムで結び、全県的な
診療情報の共有やバックアップ体制を推進するなかで、その
前提となる診療情報の電子化を推進

ドクターヘリの
運航確保

保健福祉部
救急医療対策費（ドクターヘ
リ運航事業費）

260.5
ドクターヘリ運航主体（岩手医科大学附属病院）への補助及
び運航に必要な体制を整備

福祉避難所の指
定・協定締結
【重点】

保健福祉部
災害派遣福祉チーム派遣体制
強化事業費

3.4
災害派遣福祉チームの派遣体制の強化や活動しやすい環境づ
くりを推進するとともに、福祉避難所の指定、避難行動要支
援者名簿の作成など、市町村の要配慮者等支援の取組を促進

避難行動要支援
者名簿の作成・
活用
【重点】

保健福祉部
災害派遣福祉チーム派遣体制
強化事業費【再掲】

3.4
災害派遣福祉チームの派遣体制の強化や活動しやすい環境づ
くりを推進するとともに、福祉避難所の指定、避難行動要支
援者名簿の作成など、市町村の要配慮者等支援の取組を促進

感染症対策 保健福祉部
感染症等健康危機管理体制強
化事業費（感染症等健康危機
管理体制強化事業費）

2.1
非常時に備え、いわて感染制御支援チーム（ＩＣＡＴ）の訓
練等を実施

国際交流センター管理運営費 23.2
本県の国際交流の拠点施設である国際交流センター及び在留
外国人等からの相談に対するいわて外国人県民相談・支援セ
ンターを運営

地域多文化共生推進費 6.2
（公財）岩手県国際交流協会が市町村等と連携して行う国際
交流・多文化共生推進事業の実施を支援

いわて男女共同参画プラン推
進事業費

23.1
男女共同参画社会の実現に向け、男女共同参画センターを拠
点として、各種講座の開催や情報提供、相談事業、LGBTへ
の理解促進の取組を実施

動物愛護管理推進事業費【再
掲】

4.7
動物の愛護及び管理に関する法律等に基づき、動物の飼養者
に対し、災害時の動物救護対策の普及啓発等を実施

災害派遣福祉チーム派遣体制
強化事業費【再掲】

3.4
災害派遣福祉チームの派遣体制の強化や活動しやすい環境づ
くりを推進するとともに、福祉避難所の指定、避難行動要支
援者名簿の作成など、市町村の要配慮者等支援の取組を促進

介護予防市町村支援事業費 7.8

市町村における介護予防事業の円滑な実施を支援するため、
岩手県介護予防市町村支援委員会による助言、市町村及び地
域包括支援センター等の事業従事者への技術的支援、助言の
ほか、自立支援・重度化防止に向けた市町村等保険者の機能
強化等を実施

高齢者総合支援センター運営
事業費

55.6
高齢者に関する相談に広く対応するとともに、地域包括支援
センターのケアマネジメント業務等への専門的支援や認知症
サポーター養成講座等を開催

介護施設等整備事業費 793.8
高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、市町村が
行う地域密着型サービス事業所等の整備に要する経費を補助

被災地こころのケア対策事業
費

458.5
被災者の精神的負担を軽減するため、「県こころのケアセン
ター」及び「地域こころのケアセンター」を運営し、長期に
わたる継続した専門的ケアを実施

災害派遣精神医療チーム設置
事業費

2.6
大規模災害が発生した際、精神医療及び精神保健活動の支援
を行う災害派遣精神医療チーム（DPAT）を整備

児童生徒健全育成推進費（ス
クールカウンセラー等配置事
業）

303.8
いじめや不登校等の生徒指導上の諸課題に対応するため、臨
床心理士等のカウンセラーを学校等に配置

児童生徒健全育成推進費（ス
クールソーシャルワーカー配
置事業）

24.7

不登校やいじめ等の生徒指導上の諸課題の未然防止、早期発
見、適切な対応のため、各教育事務所にスクールソーシャル
ワーカーを配置するとともに、関係機関との連携・調整によ
り児童生徒の家庭環境等への支援・指導体制を確立

児童生徒健全育成推進費（学
校不適応総合対策事業）

19.5
高等学校へのスクールカウンセラーの配置により、生徒等の
相談支援体制を整備

児童生徒健全育成推進費
（24時間いじめ相談ダイヤ
ル事業）

3.7
いじめ等に悩む児童生徒及び保護者を支援するため、24時間
対応の電話相談窓口を開設

児童生徒健全育成推進費（教
育相談コーディネーター養成
事業）

0.4
児童生徒の心のサポートを推進するため、高度なカウンセリ
ングスキルを身に付けた教員を養成

施策分野 部局名 事業名 予算額 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容

ふるさと振興
部

岩手県国土強靱化地域計画　【保健医療・福祉分野】　令和２年度関連事業一覧
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３
）

保
健
・
医
療
福
祉
分
野

1



　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業

施策分野 部局名 事業名 予算額 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
台風
19号

関連※

保健福祉部
福祉・防災ボランティア活動
推進事業費

9.3
県社協ボランティアセンターが実施するボランティア養成等
の事業に要する経費を補助するとともに、平常時における防
災ボランティア関係機関・団体とのネットワークを構築

教育委員会事
務局

学びを通じた被災地の地域コ
ミュニティ再生支援事業費
【再掲】

146.5
地域コミュニティの復興支援と子どもたちの地域活動や地域
住民との交流機会を設けるため、放課後の安全・安心な居場
所の確保などの教育環境づくりを推進

介護人材マッチング支援事業
費

47.8
介護人材の確保を図るため、支援員を配置し、求職者と事業
所のマッチングや求職者の研修、介護未経験者に対する入門
的研修等を実施

介護人材確保事業費 9.9
介護人材確保のため、介護の仕事の魅力を発信するととも
に、介護職員初任者研修の受講に要する経費を補助

救助と医療をつなぐ災害時実
践力強化事業費

15.8

災害発生直後から中長期にわたって適切に医療を提供するた
めには、医療従事者、救助関係者、行政職員の密な連携が必
要となることから、これら災害医療・救助に携わる人材育成
を実施

防災ボランティ
アの活動支援

保健福祉部
災害医療・救急
救護・介護に携
わる人材の育成
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　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業

中小企業災害復旧資金貸付金 ○ 637.9
罹災した中小企業者の資金調達の円滑化を図るため、長期・
固定・低利による資金供給体制を整備し、再開等を支援

中小企業災害復旧資金保証料
補給補助

○ 29.9
災害により罹災した中小企業者に対し、長期・低利資金の融
資を行うとともに、保証料補給を行い、迅速な事業再開を支
援

支援物資の供給
等に係る広域連
携体制の構築
【重点】

商工労働観光
部

災害時給油所地下タンク製品
備蓄促進事業負担金

2.1
災害時における燃料の緊急車両への優先供給のため、事業者
等の燃料備蓄に要する経費を負担

石油コンビナー
ト等防災計画に
基づく防災体制
の充実

総務部
管理運営費（石油コンビナー
ト防災訓練負担金）

0.2
岩手県石油コンビナート等防災計画に基づく石油コンビナー
ト防災訓練の実施

防災拠点等再生可能エネル
ギー導入事業費

392.5

防災拠点(庁舎等)や避難所が非常時にその機能を十分発揮で
きるようにするため、再生可能エネルギー設備導入等推進基
金を活用し、太陽光発電や蓄電池等の再生可能エネルギー設
備の導入を推進

再生可能エネルギー導入促進
事業費

36.5
再生可能エネルギーの導入促進のため、被災家屋等への太陽
光発電の導入支援や自立・分散型エネルギー供給体制の構築
に向けた取組支援、大規模発電施設の立地促進などを実施

再生可能エネルギー発電施設
等立地促進資金貸付金

1,400.0
省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入促進のた
め、設備設置資金等への低利融資を実施

農林水産部
木質バイオマス熱電利用促進
事業費

1.3
木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムの開催や
コーディネーターによる技術指導等を実施

企業局 簗川発電所建設事業 804.1 簗川発電所（最大出力：1,900kW）を建設

電力系統の接続
制約等の改善

環境生活部
水素利活用による再生可能エ
ネルギー推進事業費

12.3

再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品
の普及促進、水素利活用に関する県民や事業者等への理解促
進などに取り組むほか、水素関連ビジネスの創出育成のため
の取組を実施

いわて地域農業マスタープラ
ン実践支援事業費

200.9

地域農業マスタープランの実現のため、地域の中心となる経
営体の規模拡大や６次産業化、地域農業をけん引するリー
ディング経営体の育成などに必要な機械・施設の整備等を支
援

いわてアグリフロンティアス
クール運営協議会負担金

3.5
本県農業をけん引する先進的な経営体を育成するため、財務・労務
管理やマーケティング等を総合的に研修する「いわてアグリフロン
ティアスクール」や、修了生を対象とした実践講座を開催

農業経営基盤強化促進対策事
業費

740.4
地域が主体となって作成した「地域農業マスタープラン」を実現す
るため、意欲ある農業者への農地集積等による経営体質の強化や園
芸作物の導入、６次産業化等の新たな営農展開に向けた取組を支援

農地中間管理事業推進費 142.3
担い手への農地の集積・集約化を図るため、農地中間管理機
構による農地の貸借等の取組を推進

いわてニューファーマー支援
事業費

425.4
新規就農者の確保・定着を図るため、就農前の研修や就農直
後の経営を支援する資金を交付

経営体育成基盤整備事業費 2,740.0
地域の中心となる経営体の育成を図るため、ほ場の大区画化
や排水改良など生産基盤の整備と担い手への農地集積を一体
的に推進

いわて林業アカデミー運営事
業費

43.9
新たな林業就業者を確保するため、林業に関する知識・技術
を習得できる｢いわて林業アカデミー｣を運営

岩手県緑の担い手確保・育成
事業費

0.9

森林経営管理制度において森林整備の主体となる「意欲と能
力のある林業経営体」の能力向上を図るため、経営セミナー
の開催等を実施するほか、新たに効果的な求人方法等を習得
できる人材獲得講座を開催

地域再生営漁計画推進事業費 5.3
地域漁業の再生を図るため、漁業協同組合の「地域再生営漁
計画」に基づく、漁業担い手の確保・育成や生産物の付加価
値向上等の取組を支援

漁業担い手確保・育成総合対
策事業費

7.0
水産業の復興を担う漁業者の確保・育成のため、新規就業者
受入組織の活動支援、漁業者の研究活動支援や小中学生を対
象とした漁業体験学習を実施

いわて水産アカデミー運営事
業費

12.7
新たな漁業就業者を確保するため、生産技術や経営手法を習
得できる「いわて水産アカデミー」を運営
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施策分野 部局名 事業名 予算額 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容

被災企業への金
融支援

農林水産業の担
い手の確保
【重点】

農林水産部

商工労働観光
部

1



　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業
台風
19号

関連※
施策分野 部局名 事業名 予算額 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容

建設業の担い手
の育成・確保
【重点】

県土整備部 建設業総合対策事業費 20.3

社会資本の整備・維持の担い手である地域の建設企業が存続
出来るような環境づくりのため、経営改善への支援や、若者
や女性が働きやすい環境整備など、人材の育成・確保支援に
向けた取組を推進

いわてものづくり産業人材育
成事業費

22.2
県内各地の「地域ものづくりネットワーク」を基盤に、小中
高校生から既就業者までの各段階におけるものづくり産業人
材やソフトウェア人材を育成

ＡＩ人材育成・社会実証推進
事業費

5.6
ＡＩ技術に対応する専門人材の育成のほか、産業・生活分野
におけるＡＩ技術の実証を促進するため、産学官連携による
実践的なＡＩ人材育成ネットワークの構築を推進

農業経営基盤強化促進対策事
業費【再掲】

740.4
地域が主体となって作成した「地域農業マスタープラン」を実現す
るため、意欲ある農業者への農地集積等による経営体質の強化や園
芸作物の導入、６次産業化等の新たな営農展開に向けた取組を支援

農地中間管理事業推進費【再
掲】

142.3
担い手への農地の集積・集約化を図るため、農地中間管理機
構による農地の貸借等の取組を推進

経営体育成基盤整備事業費
【再掲】

2,740.0
地域の中心となる経営体の育成を図るため、ほ場の大区画化
や排水改良など生産基盤の整備と担い手への農地集積を一体
的に推進

中山間地域総合整備事業費 1,078.3
地域特性を生かした農業と活力ある農村づくりの促進等を図
るため、地域の実情に応じた農業生産基盤と農村生活環境基
盤の整備を実施

農用地災害復旧関連区画整理
事業費

209.0
生産性・収益性の高い農業を実現するため、沿岸部の被災農
地と、これに隣接する非被災農地の一体的なほ場整備を実施

森林整備事業費補助 922.8
森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、森林経
営計画等の認定森林における再造林や間伐等の森林整備を支
援

林業成長産業化総合対策事業
費（施設等整備事業費補助）

1,323.5
林業の成長産業化を促進するため、高性能林業機械等の整備
を支援

林業成長産業化総合対策事業
費（林業機械リース支援事業
費補助）

11.8
林業の成長産業化を促進するため、リースによる高性能林業
機械等の導入を支援

林業成長産業化総合対策事業
費（間伐・路網・再造林関
係）

634.1
木材の搬出コストの低減や森林資源の持続的な利用を促進す
るため、主伐から再造林の一貫作業等を支援

水産生産基盤整備事業費 2,905.0 水産物の生産機能の強化を図るため、岸壁、護岸等を整備

いわてフードコミュニケー
ション推進事業費

7.8
岩手県産業創造アドバイザー等の専門家の活用等により、売
れる商品づくりから販路開拓までの総合的な支援を実施

いわて食の販路拡大事業費 16.1
県内食産業事業者の販路拡大を図るため、県内外での食の商
談会やフェアを開催

いわて美味しい食の振興事業
費

5.8
沿岸地区食産業事業者の商品開発を支援するとともに、本県
の食の魅力拡大を図るためのイベント等を開催

いわて新事業活動促進支援事
業費補助

25.0
県内事業者等の新たな事業活動を促進するため、中小機構及
び県内金融機関と連携した「いわて希望応援ファンド」を活
用し、運用益と合わせた補助事業を実施

商工労働観光
部

農林水産部

農林水産業の生
産基盤・経営の

強化
【重点】

人材育成を通じ
た産業の体質強
化

４
）

産
業
分
野
（

続
き
）

商工労働観光
部

県産食料品の供
給体制の強化
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　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業

農道整備事業費 162.8
農業生産団地の形成や農業生産の効率化、農村地域の活性化
を図るため、農地、農村集落、農業用施設等を安全かつ効率
的に結ぶ農業用道路を整備

林道整備事業費 1,624.7
森林整備や木材生産の低コスト化を図るため、林道の整備や
改良等を実施

道路環境改善事業費【再掲】 10,387.9
歩道の整備や橋梁、トンネル等の補修、道路防災等の道路の
環境改善を実施

橋りょう補修事業費・橋りょ
う補強事業費

406.7
橋梁の長寿命化を図るための補修や緊急輸送道路等に架かる
橋梁の耐震補強などを実施

道路災害防除事業費 197.0
道路災害の発生を未然に防止するため、落石対策等の道路防
災を実施

地域連携道路整備事業費 26,632.5
災害に強く信頼性の高い道路ネットワークを構築するため、
復興支援道路などの地域間を結ぶ道路や緊急輸送道路等を整
備

直轄道路事業費負担金 37,750.5
災害に強く信頼性の高い道路ネットワークを構築するため、
国が実施する復興道路等の整備費の一部を負担

道路環境改善事業費【再掲】 10,387.9
歩道の整備や橋梁、トンネル等の補修、道路防災等の道路の
環境改善を実施

凍雪害対策事業費 313.0
冬季における交通課題を抱える地域において、防雪（消雪
工、防雪柵等）、凍雪害防止（堆雪幅、流雪溝）の工事・修
繕を実施

立ち往生車両の
未然防止

県土整備部 道路環境改善事業費【再掲】 10,387.9
歩道の整備や橋梁、トンネル等の補修、道路防災等の道路の
環境改善を実施

三陸鉄道安全輸送設備等整備
事業費補助

60.0
三陸鉄道の安全性向上を図るため、県と関係市町村が連携
し、線路設備の改修等に要する経費を補助

いわて銀河鉄道経営安定化対
策費

19.3
ＩＧＲいわて銀河鉄道の経営安定化を支援するため、災害復
旧に要する経費の補助等を実施

運輸事業振興費補助 28.0
岩手県バス協会が実施する営業バスの安全運行の確保や輸送
サービスの改善等に要する経費を補助

漁港災害復旧事業費 ○ 9,401.8
被災した海岸保全施設等の機能回復を図るため、被災箇所の
復旧を実施

海岸高潮対策事業費 5,895.9
津波等から県民の生命・財産を守るため、海岸保全施設を整
備

海岸堤防等老朽化対策事業費 291.3
海岸保全施設の適切な維持管理を行うため、損傷度の調査や
長寿命化計画の策定を実施

河川等災害復旧事業費 〇 21,301.4
令和元年台風第19号や東日本大震災津波等により被災した河
川、海岸等の公共土木施設の災害復旧を実施

港湾災害復旧事業費 5,305.8
東日本大震災津波等により被災した港湾、港湾海岸施設の災
害復旧を実施

直轄港湾事業費負担金 3,553.7 国が実施する港湾施設の整備費の一部を負担

海岸事業費 16,890.1
津波や高潮による被害を防止するため、海岸保全施設等を整
備

三陸高潮対策事業費 11,048.1
津波や高潮による被害を防止するため、三陸沿岸の河川にお
ける津波高潮対策施設等を整備

漁港施設機能強化事業費 2,403.7
高波等に対する漁港機能の強化を図るため、防波堤・護岸等
を整備

水産流通基盤整備事業費 754.8 水産物の流通機能の強化を図るため、防波堤等を整備

県土整備部 港湾改修事業費 748.5
災害に強い交通ネットワークを構築するため、港湾機能の強
化改修を実施

５
）

国
土
保
全
・
交
通
分
野

防雪設備等の整
備

港湾・漁港の耐
震・耐津波強
化・体制整備
【重点】

事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
台風
19号

関連※

道路施設の整備
等
【重点】

農林水産部

岩手県国土強靱化地域計画　【国土保全・交通分野】　令和２年度関連事業一覧

施策分野 部局名 事業名 予算額

鉄道及び路線バ
スの耐災害性確
保・体制整備

ふるさと振興
部

農林水産部

県土整備部

県土整備部

県土整備部

津波防災施設の
整備等
【重点】

農林水産部

1



　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業

事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
台風
19号

関連※
施策分野 部局名 事業名 予算額

港湾・漁港にお
ける避難対策の
推進

農林水産部
漁港施設機能強化事業費【再
掲】

2,403.7
高波等に対する漁港機能の強化を図るため、防波堤・護岸等
を整備

津波防災教育の
実施

県土整備部 海岸事業費【再掲】 16,890.1
津波や高潮による被害を防止するため、海岸保全施設等を整
備

河川改修事業費 9,988.0
洪水被害の防止・軽減を図るため、浸水被害が生じるおそれ
のある河川を改修・整備するほか、河道掘削を実施

直轄河川事業費負担金 1,847.8 国が実施する河川改修事業費の一部を負担

簗川ダム建設事業費 4,004.6 洪水被害の防止・軽減を図るため、ダムを建設

河川整備基本方針策定費 207.2
洪水時の避難や被害の軽減を図るため、洪水ハザードマップ
の作成に必要な洪水浸水想定区域の指定等を推進

砂防事業費 〇 2,679.0
土石流による被害を防止するため、砂防堰堤等を整備するほ
か、土砂災害のおそれのある区域を明らかにするための調査
を実施

急傾斜地崩壊対策事業費 〇 519.4 急傾斜地の崩壊による被害を防止するため、擁壁等を整備

経営体育成基盤整備事業費
【再掲】

2,740.0
地域の中心となる経営体の育成を図るため、ほ場の大区画化
や排水改良など生産基盤の整備と担い手への農地集積を一体
的に推進

中山間地域総合整備事業費
【再掲】

1,078.3
地域特性を生かした農業と活力ある農村づくりの促進等を図
るため、地域の実情に応じた農業生産基盤と農村生活環境基
盤の整備を実施

農用地災害復旧関連区画整理
事業費【再掲】

209.0
生産性・収益性の高い農業を実現するため、沿岸部の被災農
地と、これに隣接する非被災農地の一体的なほ場整備を実施

かんがい排水事業費 306.1
農業用水の安定供給のため、基幹的な農業水利施設の整備を
実施

農村災害対策整備事業費 60.0
農村の安全な暮らしを確保するため、農業用ダム等の農業水
利施設の耐震性を点検・調査するとともに、必要に応じた整
備を実施

農村地域防災減災事業費 983.0
効果的な防災・減災対策を講じるため、地域の実情に即した
農業用施設の整備や保全等を総合的に実施

治山事業費 〇 1,445.4 山地災害から県民の生命・財産を守るため、治山施設を整備

総務部
地域防災防災力強化プロジェ
クト事業費（火山観測）

6.6
火山噴火時における住民等の円滑かつ迅速な避難のため、常
時観測火山の観測・調査等を実施

海岸事業費【再掲】 16,890.1
津波や高潮による被害を防止するため、海岸保全施設等を整
備

砂防事業費【再掲】 〇 2,679.0
土石流による被害を防止するため、砂防堰堤等を整備するほ
か、土砂災害のおそれのある区域を明らかにするための調査
を実施

砂防事業費【再掲】 〇 2,679.0
土石流による被害を防止するため、砂防堰堤等を整備するほ
か、土砂災害のおそれのある区域を明らかにするための調査
を実施

河川整備基本方針策定費【再
掲】

207.2
洪水時の避難や被害の軽減を図るため、洪水ハザードマップ
の作成に必要な浸水想区域の指定等を推進

空港の体制整備 県土整備部 空港整備費 442.1 いわて花巻空港の施設整備及び維持修繕を実施

道路環境改善事業費【再掲】 10,387.9
歩道の整備や橋梁、トンネル等の補修、道路防災等の道路の
環境改善を実施

橋りょう補修事業費・橋りょ
う補強事業費【再掲】

406.7
橋梁の長寿命化を図るための補修や緊急輸送道路等に架かる
橋梁の耐震補強などを実施

５
）

国
土
保
全
・
交
通
分
野
（

続
き
）

河川改修等の治
水対策
【重点】

砂防施設の整備
等による土砂災
害対策

道路施設等の老
朽化対策

住民等への災害
情報伝達の強化
【重点】

農林水産部

県土整備部

警戒避難体制の
整備
【重点】

農山村地域にお
ける防災対策
【重点】

県土整備部

県土整備部

県土整備部

県土整備部
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　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業

事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
台風
19号

関連※
施策分野 部局名 事業名 予算額

旧松尾鉱山新中
和処理施設の稼
働の継続

環境生活部 休廃止鉱山鉱害防止事業費 1,311.0
北上川の清流を維持するため、新中和処理施設により旧松尾
鉱山坑廃水の中和処理を実施するとともに、施設の老朽化対
策工事及び耐震補強工事並びに坑道の埋戻し工事を実施

環境生活部 指定管理鳥獣捕獲等事業費 153.5
農林業被害が深刻なニホンジカ及びイノシシについて、個体
数管理の基礎となる第二種特定鳥獣管理計画に基づき、全県
を対象とした捕獲を推進

いわての森林づくり推進事業
費（県民参加の森林づくり促
進事業費）

33.1
県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図
るため、県民による森林環境保全活動を支援

森林・山村多面的機能発揮対
策事業費【再掲】

28.6
森林の有する多面的機能を発揮させるため、森林所有者や地
域住民が共同で行う森林の保全活動や山村地域の活性化など
の取組を支援

いわての森林づくり推進事業
費（いわて森のゼミナール推
進事業）

4.8
県民の森林・林業に対する理解の醸成を図るため、児童生徒
等への森林学習会の開催や、森林学習の指導者養成研修を実
施

森林整備事業費補助【再掲】 922.8
森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、森林経
営計画等の認定森林における再造林や間伐等の森林整備を支
援

林業成長産業化総合対策事業
費（施設等整備事業費補助）
【再掲】

1,323.5
林業の成長産業化を促進するため、高性能林業機械等の整備
を支援

林業成長産業化総合対策事業
費（林業機械リース支援事業
費補助）【再掲】

11.8
林業の成長産業化を促進するため、リースによる高性能林業
機械等の導入を支援

林業成長産業化総合対策事業
費（間伐・路網・再造林関
係）【再掲】

634.1
木材の搬出コストの低減や森林資源の持続的な利用を促進す
るため、主伐から再造林の一貫作業等を支援

経営体育成基盤整備事業費
【再掲】

2,740.0
地域の中心となる経営体の育成を図るため、ほ場の大区画化
や排水改良など生産基盤の整備と担い手への農地集積を一体
的に推進

中山間地域総合整備事業費
【再掲】

1,078.3
地域特性を生かした農業と活力ある農村づくりの促進等を図
るため、地域の実情に応じた農業生産基盤と農村生活環境基
盤の整備を実施

農用地災害復旧関連区画整理
事業費【再掲】

209.0
生産性・収益性の高い農業を実現するため、沿岸部の被災農
地と、これに隣接する非被災農地の一体的なほ場整備を実施

かんがい排水事業費【再掲】 306.1
農業用水の安定供給のため、基幹的な農業水利施設の整備を
実施

農村災害対策整備事業費【再
掲】

60.0
農村の安全な暮らしを確保するため、農業用ダム等の農業水
利施設の耐震性を点検・調査するとともに、必要に応じた整
備を実施

農村地域防災減災事業費【再
掲】

983.0
効果的な防災・減災対策を講じるため、地域の実情に即した
農業用施設の整備や保全等を総合的に実施

基幹水利施設ストックマネジ
メント事業費

650.1
基幹的農業水利施設の長寿命化を図るため、機能保全計画の
策定と機能保全対策工事を実施

水産流通基盤整備事業費【再
掲】

754.8 水産物の流通機能の強化を図るため、防波堤等を整備

漁港施設機能強化事業費【再
掲】

2,403.7
高波等に対する漁港機能の向上を図るため、防波堤・護岸等
を整備

水産物供給基盤機能保全事業
費

392.7
漁港施設の長寿命化を図るため、機能診断、機能保全計画の
策定、保全工事を実施

農道整備事業費【再掲】 162.8
農業生産団地の形成や農業生産の効率化、農村地域の活性化
を図るため、農地、農村集落、農業用施設等を安全かつ効率
的に結ぶ農業用道路を整備

災害廃棄物処理
対策
【重点】

環境生活部
循環型地域社会形成推進事業
費

130.7

循環型地域社会の形成のため、市町村や事業者等による廃棄
物の発生・排出抑制や循環的利用に関する取組等を支援する
るとともに、災害発生時に迅速に災害廃棄物を処理できるよ
うに、市町村の災害廃棄物処理計画の策定を支援

地籍調査の実施 農林水産部 国土調査事業費 131.0
土地の境界や所有者、地目等を明確にするため、境界の測量
や面積の測定等を実施

温泉供給の維持 環境生活部 温泉法施行事務費 1.0
温泉の保護及び利用の適正化を図るため、温泉法に基づき温
泉採掘・利用等の許可事務、温泉に関する調査等を実施

５
）

国
土
保
全
・
交
通
分
野
（

続
き
）

農林水産部

森林資源の適切
な保全管理

農林水産業の生
産基盤の災害対
応能力の強化
【重点】

農林水産部
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　（単位：百万円）

※令和元年台風第19号災害の復旧等に関連する事業

６
）

老
朽
化

対
策
分
野

公共施設等の総
合的・計画的な
管理の推進
【重点】

総務部 公共施設マネジメント推進費 2.3

「岩手県公共施設等総合管理計画」に基づく個別施設計画の
策定等の取組を推進するため、庁内の関係部局による会議を
中心に、情報共有や各施設所管室課による取組支援、計画の
進捗管理等を実施

岩手県国土強靱化地域計画　【老朽化対策分野】　令和２年度関連事業一覧

施策分野 部局名 事業名 予算額 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
台風
19号

関連※

1


